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農業分野ではデジタル化が進み、作業を簡略化し軽労

化する試みが行われているが、アサリ漁業においてはデ

ジタル化がほとんど進んでいないのが現状である。そこ

で本研究では食害からアサリを守る被覆網の位置特定

と、アサリの生育調査における記録用アプリ開発、サン

プリング調査用器具の製作を通してアサリの生育調査や

管理をデジタル化することを目的とする。本報告会では、

これらのデジタル化の試みについて報告する。なお、図 5
に、一定体積の泥の採取とアサリの計測結果を入力する

ためのタブレットを置くための治具設計案を示す。

3.4 DX奮闘記

報告者：五十川 読、嶋中 海人

報告者らは数学教育において DX を利用することで教

育効果と機会を高めることについて研究している。そこ

で、下記 2 テーマについて奮闘した内容を発表した。本

発表が情報共有や同じテーマでの協働のきっかけとなれ

ば幸いである。

1.  DX で教育（学び）の質を保証できないか？

＝数学学習用の HP 立ち上げ＝

2.  DX で社会貢献ができないか？（+仕事の効率化）

＝データ分析および機械学習の利用について＝

3.5 K-SEC拠点校整備による導入機器について

報告者：藤本 洋一

令和 4 年夏に高専機構サイバーセキュリティ人材育成

事業（K-SEC）拠点校整備により、サイバーセキュリティ

教育を主たる目的としてノート PC やモバイルディスプ

レイ等を導入した。

高機能ノート PC は再起動で元の状態に戻るようにな

っている。演習によっては再起動も想定し、復元をしな

いように設定することも可能である。モバイルディスプ

レイはノート PC のセカンドディスプレイや Raspberry Pi

の利用を想定している。

3.6 熊本高専における本科入学者選抜・学生募集活動の

デジタル化

報告者：村田 美友紀

令和 5 年度本科入学者選抜において、機構一括調達に

より全高専で WEB 出願システムが導入された。その導

入にあたって、出願手続き等手順が大幅に変更され、出

願書類や手続きのデジタル化が進んだ。従来の手続きと

の変更点など WEB 出願システム導入に伴う影響につい

て報告する。また、コロナ禍により従来の学生募集活動

が制限される中で実施したオープンキャンパスやオンラ

イン相談会など学生募集活動について報告を行う。

3.7 学務課における事務手続きの DX

報告者：古川 照英、小島 俊輔

熊本高専八代キャンパス学務課では、学生の各種手続

きはすべて紙で申請する。紙による申請は場所的・時間

的な制約があるだけでなく、学務課職員が申請内容を情

報システムに再入力する手間も発生する。そこで本プロ

ジェクトでは、現在の事務手続きの状況について調査し、

DX の解決手法を提案する。プロジェクトでは、ユーザで

ある教職員と学生が中心となりDX化に取り組んでおり、

従来のベンダー提案とは異なる視点で解決方法を模索す

る。

４．おわりに

本報告では、2021 年度～2022 年度における研究活動グ

ループDXNPの活動について報告した。本グループは IoT

や AI や DX を軸に、地元企業と教育への貢献を行ってき

た。少子化により省力化や自動化はますます重要になっ

てきているため、今後もこれらの活動を継続していく予

定である。また、個別のテーマについて一定の成果が得

られ次第、研究発表等を通して公表していく。

活動に興味を持たれた方の DXNP への参加はいつでも

歓迎する。本稿が地域連携や共同研究や教育の発展に寄

与できれば幸いである。

（令和 5 年 9 月 8 日受付）

（令和 5 年 10 月 30 日受理）

図 5 設計したアサリの調査治具
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（目的）

第  1 条　本校の教育・研究活動の活性化を図るとともに，その活動状況を内外に周知させるため，熊本高等専門学校

研究紀要（以下「研究紀要」という。）を発行する。

（名称）

第 2条　研究紀要の名称は，「熊本高等専門学校　研究紀要」とする。

2　英語名は，「 RESEARCH REPORTS OF NATIONAL INSTITUTE OF TECHNOLOGY(KOSEN)，KUMAMOTO COLLEGE 」とする。

（掲載内容）

第 3条　研究紀要の掲載内容は，本校で行われた学術研究及び教育の成果報告（以下「論文等」という。）とする。

（投稿者）

第 4条　研究紀要の投稿者は，次の者とする。

　(1)　本校の教職員（非常勤教職員を含む。）

　(2)　本校の学生，卒業生及び修了生（本校在籍中に取り組んだ研究内容について執筆した場合。）

　(3)　本校の名誉教授

　(4)　その他校長が認めた者

（原稿募集・編集等）

第 5条　論文等の原稿募集及び編集等については，研究推進委員会が行う。

（発行）

第 6条　研究紀要は，原則として年に 1回発行する。

（著作権）

第  7 条　研究紀要に掲載された論文等の著作権は，著者に帰属するが，著作権のうち，複製権及び公衆送信権につい

ては，本校に帰属するものとする。ただし，著者本人が自らの著作物を利用することはできるものとする。

2　特別な事情により，前項の規定により難い場合は，著者と協議のうえ措置する。

（公開）

第  8 条　研究紀要は，本校公式 Web サイト及び外部機関の運営する学術文献検索データベースにより公開する。

2　前項に規定する学術文献検索データベースの選定は，研究推進委員会が行う。

（事務）

第 9条　研究紀要に関する事務は，総務課において処理する。

（雑則）

第 10 条　この規則に定めるもののほか，研究紀要の編集等に関し必要な事項は別に定める。

　　附　則

　この規則は，平成 22 年 9 月 24 日から施行し，平成 21 年 10 月 1 日から適用する。

　　附　則

　この規則は，平成 23 年 4 月 1 日から施行する。

　　附　則

　この規則は，平成 26 年 3 月 19 日から施行する。

　　附　則

　この規則は，平成 26 年 9 月 16 日から施行する。

　　附　則

　この規則は，平成 27 年 8 月 1 日から施行する。

　　附　則

　この規則は，平成 31 年 4 月 1 日から施行する。

　　附　則

　この規則は，令和 2年 7月 28 日から施行する。

○熊本高等専門学校研究紀要発行規則
平成 22 年 9 月 24 日制定　　
平成 23 年 3 月 23 日一部改正
平成 26 年 3 月 19 日一部改正
平成 26 年 9 月 16 日一部改正
平成 27 年 8 月 1 日一部改正
平成 31 年 2 月 20 日一部改正
令和 2 年 7 月 28 日一部改正
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（趣旨）
第 1 条　この要項は，熊本高等専門学校研究紀要発行規則第 10 条の規定に基づき，研究推進委員会（以下「委員会」

という。）が行う熊本高等専門学校研究紀要（以下「研究紀要」という。）の編集に関し必要な事項を定める。
（掲載区分）
第 2条　研究紀要の掲載内容の区分は，次の各号に掲げるとおりとする。
　(1)　和文論文，和文速報，英文論文，英文速報，調査報告（以下「論文等」という。）
　(2)　その他委員会が特に必要と認めたもの。
2　前項の掲載順は，和文論文，英文論文，和文速報，英文速報，調査報告の順とする。
3　論文等の分野別掲載順は，紀要発行年度における科学研究費助成事業の審査区分表の小区分の分類に基づいて，
小区分番号の順とする。

4　前項による分類が難しい場合は，審査区分外（番号：無）とし，掲載順は委員会で定める。
（書式）
第 3条　掲載する論文等の書式は，次によるものとする。
　(1)　論文等には，論文等の種類，題目，執筆者名，英文題目，英文執筆者名，英文概要，キーワード，本文，註，

参考文献等を記載し，初ページの脚注に執筆者の所属等を明記する。
　(2)　論文等のページ数は，1件につき，論文は6ページ以上12ページ以内，速報及び調査報告は4ページ以内とする。

ただし，委員会が特に認めた場合は，この規定のページ数を超過することができる。
　(3)　前 2 号のほか，論文等の書式の詳細については，別に定める「書式テンプレート（執筆・投稿の手引き）」等

に従うものとする。
（募集）
第 4条　論文等の投稿期限は，委員会が毎年期日を定め，原稿募集を行う。
2　委員会が必要と認めた場合は，一人で投稿できる論文等の数を制限することができる。

（投稿者の責任）
第 5条　投稿された原稿に関する責任は，原則として執筆者が負うものとする。

（書式点検）
第 6条　論文等の原稿については，委員会が次に掲げる書式点検を行う。
　(1)　体裁及び誤字・脱字等の指摘　
　(2)　掲載の可否に関する意見：書式点検者の知見の範囲内で，次の事項に関すると思われる場合に指摘する。
　　ア　独立行政法人国立高等専門学校機構教職員就業規則に抵触する疑いのあるもの。
　　イ　その他，研究紀要への掲載が不適切である疑いがあるもの。
2　委員会が必要と認めた場合は，委員会以外の者に書式点検を依頼することができる。

（掲載決定）
第 7条　投稿された論文等は，委員会で書式点検の上，掲載を決定する。

（その他）
第 8条　研究紀要の編集に関して，本要項により難いときは，委員会において審議する。

　　附　則
　この要項は，平成 22 年 9 月 28 日から施行し，平成 21 年 10 月 1 日から適用する。
　　附　則
　この要項は，平成 25 年 10 月 10 日から施行し，平成 25 年 10 月 1 日から適用する。
　　附　則
　この要項は，平成 26 年 9 月 16 日から施行する。
　　附　則
1　この要項は，平成 27 年 8 月 1 日から施行する。
2　熊本高等専門学校研究紀要校閲要項（平成 22 年 9 月 28 日制定）は，廃止する。
　　附　則
　この要項は，平成 30 年 6 月 5 日から施行する。
　　附　則
　この要項は，平成 31 年 4 月 1 日から施行する。
　　附　則
　この要項は，令和 3年 8月 6日から施行する。
　　附　則
　この要項は、令和 4年 4月 1日から施行する。

○熊本高等専門学校研究紀要編集要項
平成 22 年 9 月 28 日制定　　
平成 25 年 10 月 10 日一部改正
平成 26 年 9 月 16 日一部改正
平成 27 年 8 月 1 日一部改正
平成 30 年 6 月 5 日一部改正
平成 31 年 2 月 20 日一部改正
令和 3 年 8 月 6 日一部改正
令和 4 年 4 月 1 日一部改正
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